
























































































































































現在、伝統的意味の屋号は、商家や歌舞伎を演じる家等で使用される名称（例えば、 「越後屋」 ・ 「伊勢屋」 ・ 「大黒






















































































Y（ 足立啓二：被告）は、個人企業として旅館を経営している（以下、当該旅館を「本件旅館」という。 ） 。本件旅




























































































おり、譲受人が本件旅館の屋号を続用した点を重視し いることは間違いない。いずれ 見解をとっても、本件判決が屋号続用を論じる際 無視できない下級審判例 いうこと なる。　
本件判決以後、屋号続用を争う判例が徐々に現れる。裁判所は、次に示すように その初期においては、商号 屋






































































































































ブ・シェイクスピア・サッポロゴルフクラブ』という名称を使用してい が ゴルフ場の名称そのも は ではないから、 〔譲受人である〕
Y（会社が、 〔譲渡人である〕
Y（会社と同一のゴルフ場の名称を使用することにより、他の債







































































東京地裁は、 「 〔譲受人〕Ｙ会社（大平興産株式会社）は営業の譲渡人であるＡ会社の商号（ 『株式会社下田観光ホテル海山荘』 ）を自己の『商号』としては続用していないことは明らかである。しかしながら、……〔既に〕認定、摘示したとおり、Ｙ会社はＡ会社の商号をＹ会社が経営するホテルの営業自体を表わす名称（Ｘ会社のいう屋号）として続用 ていたものである……。　
そうだとすれば、 〔平成一七年改正前〕商法二六条一項にいう『譲渡人ノ商号ヲ続用スル場合』とは、譲渡人の商












































































































































（＝一度目の営業譲渡）され、その後、当該営業がＢ（中込覚）からＹ会社（有限会社朱鷺）へ譲渡（＝二度目の営業譲渡）された事案である。一度目の営業譲渡または二度目の営業譲渡に関わった譲渡当事者の商号は全て異なる。合計二度の営業譲渡の前後を通じて営業施設に使用された屋号（ 「丸政商店」 ・ 「丸政園」 ）は同一である。　
この判決において 裁は、 「Ｂ及びＹ会社が本件各 舗で営業するに際して、Ａ会社が使用していた『丸政商
店』及び『丸政園』なる屋号を続用していたことも明らかである。……　
ところで、営業譲渡がなされた場合において、譲受人が譲渡人の商号を続用 ときは、譲渡人の営業上の債権者














を容易に知り得ないことは、狭義の商号が続用される場合 何ら異ならないと考えら るから、このような場合も〔平成一七年改正前〕商法二六条一項にいう『譲渡人ノ商号ヲ続用スル場合』に含まれると解するのが相当である。 」と判示し、 〔平成一七年改正前〕商法二六条一項の「商号」を広く解して屋号を含むと判断しており、最終的に、 「そうすると、Ｙ会社は、Ａ会社からＢへ、ＢからＹ会社へ 順次、前記のとおり営業譲渡を受け、Ａ会社の商号
00
を続用

















































































































































られているとみることができる。このように、預託金会員制のゴルフクラブの名称がゴルフ場の営業主体を表示するものとし 用いられている場合において、ゴルフ場の営業の譲渡がされ、譲渡人が用いていたゴルフクラブの名称を譲受人が継続して使用し とき は、譲受人が譲受後遅滞なく当該 会員による 場施設 優先的利用を拒否 たなどの特段の事情がない限り 会員 おいて、同一の営業主体による営業が継続しているものと信じたり、営業主体の変更があったけれども譲受人により譲渡人 債務 引受けがされたと信じたりすることは、無理からぬものというべきである。したがって、譲受人は、上記特段の事情がない限り、 〔平成一七年改正前〕商法二六条一項の類推適用により、会員が譲渡人に交付した預託金の返還義務を負うも と解するのが相当である。……　
以上のとおりであるから、本件において上記特段の事情の存否につき審理判断することなく〔平成一七年改正前〕
商法二六条一項の類推適用を否定した原審の判断には、判決に影響を及ぼすことが明らか 法令 違反 ある。論旨は、上記の趣旨をいうものとして理由 あり、原 決は破棄を免れ そして、上記特段の事情 存否について更に審理を尽くさせるため、本件を原審 差 戻すこととする。 」　
この平成一六年最高裁判決は、ゴルフクラブの名称（＝屋号）を譲受人が続用した事案である。本件クラブの名称
















































































































































































































































































































































によって設立された設立会社（譲受人 相当）にゴルフ場を承継させ、ゴルフクラブの名称を続用させた事案である。当該会社分割後、分割会社及び設立 が、ゴルフクラブの会員（＝債権者）に対して「お願い書」と題 書面を送付しており、その内容は、①会社分割により設立会社が 経営する会社として設立されたこと、及び、②会員権を設立 発行 株式へ転換すること って 場を設立 社 の株主会員制のゴルフ場 改革することを伝え、会員に対して預託金会員権を設立会社 株式 転換することを求め も であった。ゴルフクラブの会員が、預託金の返還を分割会社及び設立会社に求めた。　
第一審裁判所（名古屋地判平成一七年六月二二日）は、会社分割に平成一七年改正前商法二六条一項の類推適用の

















































いるものと信じたり、営業主体 変更があったけれども譲受人により譲渡人の債務 引受けがされたと信じたりすことは、無理からぬものというべき 。 」と述べており、およそ、ゴルフクラブの会員という一般人を債 者として想定し 特段の事情の有無を判断してい　
平成二〇年最高裁判決も「特段の事情のない限り ゴルフクラブの会員において、同一事業主体による事業が継続



































































































































































































（（（（（（（（ ） （中村屋・風楽里事件） 、志田原信三「判解」最判解民事篇平成一六年度










東京地判平成二二年一一月二九日判タ一三五〇 二一二 東京債権回収事件） 、関俊彦『商法総論総則〔第二版〕 』二四五頁（有
斐閣、二〇〇六） 、前嶋京子「判批」帝塚山法学一八号二八五頁、二八八頁、二九〇頁（二〇〇九） 、小野昌延＝三山峻司編『新・註解商標法〔上巻〕 』五一頁〔小野昌延〕 （青林書院、二 一六） 。
（
（）　















（参照、得津晶「判批」法協一二四巻五号一二二五頁、一二三〇頁（二〇〇七） 。 ） 。　　
ゴルフ場に関しては、ゴルフ場経営会社がゴルフ場の土地やクラブハウス等の物的施設の権利を保持し、それらの設備を整備してゴ
ルフ場の経営事務を行っているが、これとは別に、 会員によって組織されるゴルフクラブが設けられ、その理事会が会員の入会・退会の審査、その他ゴルフクラブの運営に関する事務を行っているとされる。しかしながら、実際には ゴルフクラブはゴルフ場経営 社の支配下におかれていること ほとんどであり それ自体独立した法的地位を持たないことが多いとされる（井上繁規「フ場をめぐる裁判例の動向」銀法六一〇号七〇頁、七一頁（二〇〇 ） 、志田原・前掲注（
（）一四八頁。 ） 。このことから、本稿は、
原則としてゴルフクラブは独立した存在ではなく、ゴルフ場経営会社がゴルフクラブを利用しているに過ぎないと捉えた。 して ゴルフクラブの名称は、ゴルフ場の経営に関する営業または 業施設に付された名称、すなわち、屋号であるとした。
（
（）　
金田一春彦＝池田弥三郎編『学研国語大辞典〔第二版〕 』一九七二頁（学習研究社、 九八 ） 、小学館国語辞典編集部編『日本国





















竹田省『商法総則・商行為法』 （商法総則）一一二頁（新青出版、合冊復刻版、一 九七） 〔初出一九三二〕 、西原寛一『日本商法


























































































































































































































につき会社法二二条一項の類推適用を肯定した裁判例の多くは、譲受会社が続用した屋号（ホテル名など）が譲渡会社の商号またはその商号の重要な構成要素であったというものであり……、屋号の続用のみでは同項の類推適用の基礎があるとはいえない。 」と述べている。 〕 。 ） 。
（
（（）　
















な類型は、譲渡人の商号と譲受人の屋号を比較検討するものであり、譲渡人の商号（またはその重要な構成部分）を譲受人が屋号として使用している場合に、屋 続用が認められるとする見解である（以下「商号屋号比較型」とする。 ） 。
　　
商号屋号比較型を示した東京地判平成 九年一〇月二四日（中村屋・風楽里事件）において、東京地裁は、 「事業譲渡会社の商号又

































































































頁（同文舘、一九九九） 、森本滋編『商法総則講義〔第三版〕 』八五頁〔前田雅弘〕 （成文堂、二〇一四） 。
（
（（）　
松本烝治「商法改正要綱解説（一） 」法協四九巻九号一六 五頁、 六三〇 （一 三 ） 。
（
（（）　
第七三回帝国議会衆議院商法中改正法律案外二件委員会議録（速記）第三回（昭和 三年 月四 付官報二頁。 ） 。
（
（（）　
第七三回帝国議会衆議院商法中改正法律案外二件委員会議録（速記）第五回（昭和一三年 月九 付官報二〇頁。 ） 。
（
（（）　






新津和典「会社法二二条の趣旨と二項の意義」銀法七五 号 〇頁、二一─ 二頁（ 〇一 。
（
（（）　
























































































































八巻二号三六七頁、乙一五～ 〇参照） 。 」 （傍点著者） 判示する。
　　
この判決においては、特段の事情が存在する場合に限り、商法一七条一項等の類推適用が認められることになる。言い換えれば、特

























































学説の一部は、特段の事情を免責の通知の 種と解している 高橋美加「判批」法教二八九号一五〇頁、一五一頁（二〇〇四） 、
宇田一明「判批」ジュリ一二九一号一〇〇頁、一〇一頁（二〇〇五） 、小菅成一「判批」税経通信六一巻六号一八九頁、一九五頁（二〇〇六） 、河原文敬「判批」白鷗大学法科大学院紀要三号三八九頁、三九六頁（二〇〇九） 。 ） 。
　　
なお、特段の事情をゴルフクラブの名称が続用される場合に特に認められた免責要件であると解する見解もある（森宏司「営業譲渡








（（）三一 頁。 ） 、このような債権者の主観的事情に関する検討が、譲受人の免責方法に関する議論であると言






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 ※「株式会社大杉中村屋」が営業を「株式会社こころの風」に賃貸し（＝一度目の営業の賃貸借） 、その後、 「株式会社大杉中村屋」が当該営業を「株式会社こころの風フードクリエイション」に賃貸した（＝二度目の営業の賃貸借）事案である。二度の営業の賃貸借は間断なく実行され、店舗運営主体が、 「株式会社大杉中村屋」 、 「株式会社こころの風」 、 「株式会社こころの風フードクリエイション」の順に変更している。このため、二度目の営業の賃貸借において、法律上、営業 賃貸人は会社大杉中 であり、賃借人は、 「株式会社こころの風フードクリエイション」であるが、裁判所は、二度目の賃貸借に関して商号を比較する際に、二度目の営業の賃貸借前における店舗運営主体（＝一度目の営業の賃貸借の賃借人） 商号「株式会社こころの風」と二度目の営業の賃貸借の賃借人の商号「株式会社 ころ 風フードクリエイション」を検討している。
商号等を続用する譲受人の責任に関する一考察（二） （笹久保）

一五七
同様に、裁判所は、二度目の賃貸借に関して屋号を比較する際に、二度目の営業の賃貸借前における店舗運営主体（＝一度目の営業の賃貸借の賃借人）である「株式会社こころの風」が使用した屋号「中村屋・風楽里」と二度目の営業の賃貸借の賃借人「株式会社こころ 風フードクリエイション」が使用した屋号「中村屋・風楽里」を検討している。
　　　
　
この裁判の判例評釈として、北村雅史「判批」法教四五三号一四〇頁（二〇一八）等がある。

〔未完〕
